別表１（第３条、第５条、第６条関係）　　　　　　高　　知　　県　　農　　林　　業　　災　　害　　対　　策　　資　　金　　の　　貸　　付　　条　　件
	種目
	原資
	貸付対象者
	資　金　使　途
	貸付金の限度額
	基準金利
	貸付利率
	償還(据置)期限
	償 還 方 法
	債 務 保 証

	施
設
資
金
	農業近代化資金
	原資金の貸付対象者


	高知県農業近代化資金取扱要綱第２の３の(1)のアからエ及びカに定めるもの
	融資対象事業費の80％以内（ただし、認定農業者等又は集落営農組織等に係る融資率の特例適用の場合は100％以内）で個人1,800万円、法人等3,600万円
 （ただし、貸付残高を通算する。）
	高知県農業近代化資金取扱要綱第２の６の(1)で定める貸付利率
（ただし、認定農業者等に係る貸付利率の特例適用の場合は、同要綱第２の６の(2)で定める貸付利率）
	別表３のとおり
	原資金に同じ
	(1) 元金均等年償還
(2) 約定償還日
毎年５月31日又は11月30日
	原則として高知県農業信用基金協会の債務保証を付すものとする。

	
	株式会社日本政策金融公庫主務大臣指定施設資金（災害復旧）
	
	農舎・畜舎・蚕室・農作物育成管理用施設・農産物保管貯蔵施設等の施設・農機具・運搬用機具及び素材生産施設・造林施設・林産物処理加工施設等の林業用機械・施設の改良、造成又は取得
	融資対象事業費の80％以内で１施設当たり300万円（特認600万円）　
	原資金で定める貸付利率
	
	15年（３年）
	(1) 元金均等又は元利均等割賦償
還
(2) 約定償還日

株式会社日本政策金融公庫との協議により決定した日
	株式会社日本政策金融公庫国内金融業務方法書に定めるところによる。

	経
営
資
金
	農業近代化資金
	
	高知県農業近代化資金取扱要綱第２の３の(1)のオに定めるもの
	融資対象事業費の80％以内（ただし、認定農業者等又は集落営農組織等に係る融資率の特例適用の場合は100％以内）で個人1,800万円、法人等3,600万円
 （ただし、貸付残高を通算する。）
	高知県農業近代化資金取扱要綱第２の６の(1)で定める貸付利率
（ただし、認定農業者等に係る貸付利率の特例適用の場合は、同要綱第２の６の(2)で定める貸付利率）
	
	原資金に同じ
	(1) 元金均等年償還
(2) 約定償還日
毎年５月31日又は11月30日
	原則として高知県農業信用基金協会の債務保証を付すものとする。

	
	株式会社日本政策金融公庫農林漁業セーフティネット資金
	
	経営再建費

（ただし、漁業に係るものは除く。）
	600万円
（ただし、農林業経営の規模等から、貸付限度額の引上げが必要であると認められる場合（簿記記帳を行っているものに限る。）にあっては年間経営費の12分の６に相当する額又は粗収益の12分の６に相当する額のいずれか低い額とすることができる。）
	原資金で定める貸付利率
	
	15年（３年）
	(1) 元金均等又は元利均等割賦償
還
(2) 約定償還日

株式会社日本政策金融公庫との協議により決定した日
	株式会社日本政策金融公庫国内金融業務方法書に定めるところによる。

	
	農協系統等資金（ＪＡ災害支援資金）
	
	経営再建費
	個人　300万円
法人　500万円
	農業近代化資金を農協等が農業を営む者に融資する場合の基準金利以内の利率（ただし、高知県信用農業協同組合連合会による利子助成が適用された場合は、利子助成後の利率とする。）
	
	３年
	(1) 元金均等割賦償還
(2) 約定償還日

融資機関との協議により決定した日
	原資金で定めるところによる。


　　　　※施設資金について共済金が支給される場合は、共済金を差し引いた額を対象額とする。（農業関係）

